
 
Research on immediate damage estimation technology 
 to improve crisis management for mega-earthquakes 
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 A real-time earthquake damage estimation system is set for disaster management of 
concerned facilities. The system is expected to support the decision making just after earthquakes and 
to outline scenarios of practical disaster drill. 
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Research on share and inheritance of knowledge to solving the problem on road traffic safety 
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Traffic accidents, which are a serious road traffic safety problem, are caused by three 

elements—people, roads, and vehicles—and preventive measures are taken from the perspectives of 
people, roads, or vehicles. But, even when a traffic safety measure is taken to deal with a road related 
accident factor, if people do not use the road safely, the measure will not be fully effective. And if the 
road users do not even understand the purpose of the measure, it will be difficult to gain their 
approval of its implementation. 

So in order to introduce traffic safety measures more effectively and more efficiently, we were 
conducting research to share knowledge about the traffic safety measure and methods of safely using 
roads with road users. 
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員が狭く、自動車と歩行者を構造的に分離することが

難しいケースが多い。そこで、道路側の対策として、

自動車の速度を抑制させるとともに、道路利用者の安

全意識の向上が重要と考えられる。今回、生活道路の

交通安全対策が実施されたつくば市内の 1 地区の住民

を対象に、交通安全に対する意識や実施された対策に

関するアンケート調査を行い、交通安全対策の有益性

等について検討した。 
［研究成果］ 

(1)事故要因及び事故回避のポイントの検討・整理 

 様々な道路・交通状況における事故要因（事故に至

る過程）及び事故回避のためのポイントについて検

討・整理した結果の一例を、表 1 に示す。 
(2)生活道路における安全対策に対する意識調査 

 アンケート調査の結果を図 1、図 2 に示す。「この地

区でより交通安全を進めるために重要なこと」につい

てアンケートを行ったところ、「自動車の速度を落と

すこと」と併せ「利用者の通行マナーの向上」を指摘

する回答が多く見られた（図 1）。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者の通行マナーの向上

通過交通を減らすこと

自動車の速度を落とすこと

今回実施した対策をもっと整備

その他

Ｑ．この地区でより交通安全を進めるために重要なことは何だと思うか

N=152人（複数回答可）

 
図 1 交通安全を進めるために重要なこと 

 

また、交通安全対策に対する道路利用者の意識とし

て、「対策の目的を示すことで利用者の安全な走行に

効果があると思うか」という問については、「思う」

「やや思う」とする回答が 9 割以上であることに対し

（図 2 上）、「対策の目的や意図が利用者に示されてい

ると思う」という問については、「示されている」「お

おむね示されている」とする回答は 4 割にとどまって

おり（図 2 下）、対策の目的対策の目的や意図を道路

利用者に伝えることが安全な道路利用に有益だと考え

られた。 

53% 40% 7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

思う やや思う どちらともいえない あまり思わない 思わない

Ｑ．対策の目的を示すことで利用者の安全な走行に効果があると思うか

N=15

 

7% 33% 27% 33%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

示されている おおむね示されている どちらともいえない

あまり示されていない 示されていない

Ｑ．対策の目的や意図が利用者に示されていると思うか

N=15

 
図 2 交通安全対策の目的について 

 

［成果の活用］ 

 本研究成果は、今後の交通安全施策を推進するにあ

たって、道路・交通面だけでない、道路利用者の交通

安全意識と併せた効率的・効果的な交通安全対策を実

施していくための基礎資料としての活用が期待される。 
 

表 1 各道路・交通状況による事故要因（事故に至る経過）と「事故回避のためのポイント」 
単交区分

要因を誘発する道路交通環
境

要因内容 事故類型 事故発生過程 事故発生イメージ 当事者
事故回避のためのポイント
（道路利用者（当事者）がとるべき行動）

直進車 速度上昇に注意する。歩道上の交通にも注意を払う。

歩行者
車道に飛び出さない（乱横断しない）
車両の速度に注意する

直進車 速度上昇に注意する。沿道からの車両にも注意を払う。

本線進入車 直進車の速度と位置を十分に確認して進入する。

後続車 速度を落として走行する

前方車 急な交通挙動を行わない

自動車 停車中のバスの後ろに停止しバスの発進を待つ

対向車 バスを追い越す車両に注意して速度を落とす

沿道施設から
の進入車

路肩にも十分注意を払って進入する
一時停止（存在を知らせる）

二輪車
自転車

路肩すり抜けを行わない
沿道施設からの進入車の動静に注意して走行する

直進車
速度を落として走行する
（対向右折車の動静に注意して走行する）

右折車
横断歩道の安全を確認して右折を開始する
（横断歩道手前の滞留スペースの有無を確認しておく）

後続車 前方車に続かず安全を確認して右折する

前方車
急停止・急減速を行わない
横断歩道上の安全を確認して右折を開始する

左折車
急停止・急減速を行わない（左折時には速度を十分に落
とす）

後続車 車間距離を十分に確保して走行する

二輪車
自転車

路肩すり抜けを行わない
渋滞の切れ目に通行する右折車に注意する

右折車
路肩にも注意して右折する
（路肩をすり抜けてくる二輪車・自転車に注意する）

本線直進車の速度が速く回避が
間に合わない

出会い頭事故
直進車の間をぬって本線に進入し
ようとしたが、本線直進車と衝突

長い直線区間である

単路

歩道狭隘等の道路構造によ
り視認性が不十分である

沿道施設からの進入車が、二輪
車・自転車の確認が不十分なま
ま進入する

出会い頭事故

沿道施設からの進入車が直進車の
間をぬって本線に進入しようとし
たが、路肩を走行する二輪車・自
転車と衝突

交差点

路肩の幅員が広い
二輪車や自転車が路肩をすり抜
け自動車を追い抜く

右折時事故
渋滞の切れ目を利用し右折しよう
としたが、路肩をすり抜けてきた
二輪車や自転車と路肩で衝突

左折車と直進車の動線が時
間的、空間的に分離されて
いない

横断歩道上の安全確認が不十分
なまま左折し、横断歩道を通過
する直前で横断歩行者に気がつ
き急停止を行う

追突事故
前方の左折車が横断歩道手前で急
停止・急減速を行い、後続直進車
両が衝突

自動車と歩行者の動線が時
間的・空間的に分離されて
いない

前方車が横断歩道上の安全確認
が不十分なまま右折し、横断歩
道を通過する直前で横断歩行者
に気がつき急停止を行う

追突事故

前方車に続いて交差点を右折した
が、横断歩道手前で急停止・急減
速を行った前方車に交差点内で衝
突

直進車の速度が速く、対向右折
車に気がついても回避が間に合
わない

右折時事故
右折車が横断歩道上の歩行者等と
の衝突を回避するため交差点内で
一時停止し、直進車と衝突

長い直線区間である

バスの停留スペースと本線
が分離されていない

バスが本線に停車するため後続
車が中央線をはみ出して反対車
線を走行する

正面衝突事故
バスや前方車等の追越しのために
反対車線を走行した自動車が対向
車と衝突

後続車が前方車の確認が不十分
なまま走行する

追突事故
後続車が前方の安全が確認できな
いまま走行し前方車に衝突

カーブ、クレスト等の道路
構造や高架橋、横断歩道橋
の橋脚等の道路構造物によ
り視認性が悪い

直進車の走行速度が速いため
に、飛び出した歩行者を回避で
きない

人対車両（対背面通行中）事
故

自歩道を通行していた歩行者が急
に車道に飛び出したために本線車
両と衝突
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ICT OD  
Study on techniques of grasping car OD using ICT technology 
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In this study, using moving history data from car navigation systems and mobile phones, inferring car 
traffic information such as origin-destination, route and travel speed was conducted. And grasping real 
condition of road traffic using the car traffic information was considered. The techniques of grasping 
car OD were organized from the viewpoint of practical use. 
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Study on a road traffic survey data platform 
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In this study, it was considered to create a road traffic survey data platform in order to collect and 
accumulate large amounts of traffic survey data and to make effective use of them. The trial 
environment of the prototype created in previous fiscal year was built at the first. Improvement of the 
platform was done, such as the implementation of the selected output function. For release of the 
production environment of the platform, documentations were organized. 
 

 

 

 
 

－155－



 

 

－156－



生活道路対応型防護柵の性能要件の検討 
Study of Performance Requirements of Guard Fences for Residential Roads 

（研究期間 平成 25～26 年度） 
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This research project includes a survey legal status of various performance requirements in 

European and American standards for the guard fences. It also includes the collection of examples of 
present use and examples of measures taken consideration of scenic appearance, mainly concerning 
guard fences, as residential road safety countermeasures, and an organization of the structures and 
dimensions of guard fences suitable for use on residential roads. 
 
［研究目的及び経緯］ 
現在の車両用防護柵は、高速道路や幹線道路での設

置を想定し、大型車両の衝突に対応した構造となって

いる。生活道路で適切に機能する防護柵のためには、

生活道路の実態に応じた性能要件の整理が必要となっ

ている。本研究は、欧米の防護柵基準の性能要件等に

ついて調査し、法的位置づけを含めた整理を行うとと

もに、生活道路の安全対策としての防護柵等の活用事

例、景観への配慮事例などを収集し、生活道路に適し

た防護柵の性能要件の整理を行うものである。 

 

［研究内容］ 

25 年度は、アメリカ、イギリス、フランスの防護柵

基準類の法的位置づけ、性能確認の内容及び評価方法、

維持管理の方法などについて調査した。また、生活道

路に適した防護柵（以下「生活道路型防護柵」という。）

の性能確認の要件を検討し、実際に構造計算等を行う

ことにより、実現可能と思われる防護柵構造および寸

法などを整理した。 

本年度は、生活道路における歩車道区分の現況事例

等を調査し、①生活道路型防護柵の適応要件を整理し

た。また、25 年度に整理した生活道路型防護柵の構造

等を踏まえてプロトタイプを用いた実車衝突実験を行

うことで②生活道路型防護柵の性能等を調査した。 
 

［研究成果］ 

1. 生活道路型防護柵の適応要件の整理 

首都圏の生活道路を対象に、市街地 DID 地域の小学

校区（Ａ地区）、市街地非 DID 地域の小学校区（Ｂ地

区）、郊外地域の小学校区（Ｃ地区）の３地区をモデル

地域として選定し、縁石、柵、カラー舗装、ボラード

等による歩車道区分方法を調査した。また、調査結果

および交通事故発生状況などをもとに、各歩車道区分

方法の得失を踏まえ、各方法の使い分けの概念、生活

道路型防護柵の適応要件などを整理した。 

1) モデル地域の主な調査結果 

３地区の歩車道区分方法の調査結果の概要を以下に

示す。 

 児童の通行および自動車の交通量が多く、加え

て幅員に余裕のない道路では、注意喚起のため

にカラー舗装を行っている。 

 沿道出入りの多い箇所では、縁石や柵が断続的

となっている。 

 交差点部・横断歩道部にボラードや１スパンだ

けの車両用防護柵を設置している箇所がある。 

 Ａ地区では、自動車・歩行者双方の交通量が多いた

め歩車道区分に柵やボラードを使用している箇所

が多い。 

 ＢおよびＣ地区では、歩車道区分の多くが縁石

であり、他の施設は交差点部や横断歩道付近等

に限られる。 

また、モデル地域の地方公共団体に対し、歩車道区

分の使い分け等について、聞き取り調査を行った。調

査結果の概要を以下に示す。 

 交通安全施設は限られた予算内で実施しており、

現状での選択肢は横断防止柵やカラー舗装が主体

である。 

 生活道路の大半は幅員が狭く、柵などの構造物

を設置するのは難しい。ただし、車線や歩行空

間の有効幅員を確保しながら衝突事故に対して

強度があり、安価な防護施設があれば使いたい。 

2) 交通事故発生状況の整理 
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公益財団法人交通事故総合分析センターの交通事故

データをもとに、平成 25 年に発生した生活道路の人

対車両事故の特徴を整理した。整理結果の概要を以下

に示す。 

 道路幅員について、事故件数が多いのは 9m 未

満の道路であり、多くの歩行者事故は狭い幅員

の生活道路で発生している。 

 年齢別には、9m 未満の道路では「7～9 歳」の

事故発生割合が他の年齢層よりも高い。 

 特に、横断歩道以外を横断中の事故の 4 割が「7
～9 歳」となっている。 

 9m 未満の道路で「防護柵等」で歩車道区分され

ていると、事故発生割合は比較的低い。 

3) 縁石や柵等の使い分け概念の整理 

上記 1)および 2)の調査結果などを踏まえ、縁石や柵

等の使い分け概念の整理をフロー形式で行った。フロ

ーに整理した判断等における主要な内容を以下に示す。 

 可能な限り歩車道は分離し、縁石で区分するこ

とを基本とした。 

 カラー舗装は次の条件全てに合致する場合に検

討することとした。 

 歩道幅員が確保できない 

 自動車交通量が比較的多い／集中する時間帯がある 

 歩行者交通量が多い／通学路になっている 

 ボラードは次の条件全てに合致する場合に検討

することとした。 

 歩行者交通量が多い又は通学路になっている 

 自動車交通量が比較的多い／集中する時間帯がある 

 人家連担し、沿道出入りが多い 

 柵は次の条件全てに合致する場合に検討するこ

ととした。 

 歩行者交通量が多い又は通学路になっている 

 自動車交通量が比較的多い／集中する時間帯がある 

 比較的連続して柵を設置することができる 

4) 適応要件等の整理 

上記 1)～3)の調査結果などを踏まえ、生活道路型防

護柵の適応要件等を整理した。 

4-1) 構造要件 

 狭幅員道路に設置する狭断面幅の構造とする。 

 歩行者等の接触に配慮した構造とする。 

 歩行者導線の制御や横断防止の機能を確保する

ため、横断防止柵と同等の高さを確保する。 

4-2) 設計要件 

 大型自動車等の通行禁止区間や大型自動車等の

通行がほとんどない区間への適用を想定し、中

型車程度の衝突に耐え得る強度とする。 

 道路条件は、概ね道路幅員 9m 以下の道路（道

路構造令の道路の区分：4 種 3 級相当）を想定

し、これをもとに衝突条件を設定する。 

 歩車道境界への設置を想定した基礎条件とする

（アスファルト舗装、コンクリート基礎）。 

4-3) 設置要件 

 車両の誘導性確保と歩行者導線を制御するため、

柵を連続的に設置できる箇所に適用する。 

 
2. 生活道路型防護柵の性能等の整理 

1.4)適応要件等の整理結果を踏まえ、生活道路型防

護柵の性能を確認する際に行う衝突実験の条件を設定

し、実際に防護柵を試作して実験による評価を行った。 

1) 衝突実験の条件設定 

衝突実験の条件を下記のとおり設定した。 

 衝突車両 ： 強度性能の評価を主な目的とし

て、生活道路を利用する比較的重量のある車両

として中型車（総重量 8 トン車； 8 トン未満が

国内全保有車両数の 98.5%を占める）を設定。 
 衝突速度 ： 生活道路で中型車が走行可能な

比較的高い速度として 40km/h を設定。 

 衝突角度 ： 生活道路で中型車が急ハンドル

操作をした場合に歩道へ進入する角度として 10
度を設定。 

2) 生活道路型防護柵の試作・衝突実験 

生活道路型防護柵として、図 1 の構造を試作し、衝

突実験により評価を行った。 

 
図 1 生活道路型防護柵の構造 

 

実験の結果、衝突後の車両は、柵を突破することな

く、柵に沿うように進行しており、次のデータを得た。 

 歩道側への最大変形量 94mm（図 2、写真 1） 

 衝突速度 40km/h ⇒ 衝突後の速度 33km/h 
 衝突角度 10 度 ⇒ 衝突後の離脱角度 0.3 度 

これら計測値により、歩道にいる歩行者、後続車両

および対向車両への影響が少ないと評価された。 

 

 

 

 

 

 

図 2 歩道側への最大変形量  写真 1 実験後の防護柵 

 

［成果の活用］ 

 本成果を生活道路型防護柵を実用化するための検討

資料として活用する予定である。 

94mm 

（車道側）     （歩道側） 
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海外展開のための道の駅に関する研究 
Research for overseas development of Michinoeki 

（研究期間 平成26～28年度） 

 道路交通研究部   道路研究官 稲野  茂 
         高度道路交通システム研究室 主任研究官 鹿野島秀行 
         道路研究室 研 究 官 小出 哲也 
 企画部 研究評価・推進課 技術管理係長 梅原  剛 
 
［研究目的及び経緯］ 

道の駅は、平成27年1月30日現在1040設置されており、全国各地、特に地方部において地域の拠点として機能して

いる。このような道の駅に対し、インドネシア政府は地域活性化のための施策として導入することに強い関心を持ち、

インドネシア道路研究所は国総研との共同研究を強く希望したため、共同研究を行うことに合意した。このような背景

のもと、共同研究では現地事情を踏まえた地域振興に資する Michinoeki のコンセプトの整理や Japan Bland としての

Michinoekiの海外展開のあり方を検討している。 

平成26年度は、道路管理者等公的機関が一般道路に設置している休憩施設に関する海外事例の整理やインドネシアを

ケーススタディとした現地調査等を行うことにより、海外の道路休憩施設に関する現状把握を行うとともに、インドネ

シアにおける道の駅の展開に関する検討を行った。 

 

 

自転車ネットワークの着実な推進に係る検討 
Examination about steady promotion to develop networks of bicycle traveling space 

（研究期間 平成25～27年度） 

 道路交通研究部 道路研究室 室   長 高宮  進 
  主任研究官 小林  寛 
 研 究 官 今田 勝昭 
 研 究 官 木村  泰 
 交流研究員 鬼塚 大輔 
 交流研究員 上野 朋弥 
［研究目的及び経緯］ 

地域のニーズに応じた効果的な自転車ネットワーク計画を作成するためには、「どのような人が、どのような目的で、

どの程度自転車を利用しているのか、さらには、どのようなエリアで、どのようなルートを通行しているか」について

把握することが重要となる。また、具体の自転車通行空間整備にあたっては、自転車の走行特性や利用者意識等に基づ

く安全性・円滑性を考慮した設計を行うことが重要である。 

平成26年度は、地域の自転車通行実態を把握するために、スマートフォンを用いた自転車利用者の通行経路調査と実

際に現地で交通量調査を行った結果を比較し、スマートフォンを用いた通行経路調査を活用した自転車交通量推計の可

能性について検討した。また、自転車通行空間形態のうち、車道混在の場合に自転車通行位置を示す路面表示（矢羽根）

の望ましい設置方法について検討するため、国総研構内に寸法・設置間隔や色彩のことなる複数パターンの路面表示（矢

羽根）を仮設し、走行試験を行い、自転車・自動車双方からの視認性や走行性について調査を行った。 
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新たな道路交通調査に関する研究 
Study on new road traffic survey 

（研究期間 平成25～27年度） 

道路交通研究部 道路研究室 室   長 高宮  進 
 主任研究官 橋本 浩良 

  研 究 官 小出 哲也 
  交流研究員 松島 敏和 
［研究目的及び経緯］ 

国土交通省では、道路交通の現況と問題点を把握し、将来にわたる道路の整備計画を策定するための基礎資料を得る

ことを目的として、概ね 5 年に一度、道路交通センサスを実施してきた。次回調査は平成 27 年度に予定されており、

これを機に、国土交通省では、道路交通調査体系の再整理を検討している。 
国土技術政策総合研究所では、本省関係室と連携して道路交通調査体系の検討を行うとともに、平成 27 年度に予定

される交通量調査、旅行速度調査、道路状況調査の効率的な実施方法の研究開発を行っている。 
平成 26 年度は、交通量調査、旅行速度調査、道路状況調査について、平成 27 年度調査の実施方針を整理するととも

に、それぞれの調査要領（素案）を作成した。 
 

 

常時観測データ収集の高度化・効率化に関する調査 
Making the constant observation of traffic data more advanced and efficient 

（研究期間 平成26～27年度） 

道路交通研究部 道路研究室 室   長 高宮  進 
 主任研究官 橋本 浩良 

  研 究 官 小出 哲也 
  研 究 官 齋藤 貴賢 
  交流研究員 松島 敏和 
［研究目的及び経緯］ 

国土交通省では、365 日 24 時間の交通量データ、旅行速度データの収集・利用を目標とする「道路交通データの常

時観測体制」の構築を進め、これらデータを利用して、道路における各種対策の立案、効果計測等を実施していくこと

としている。 
国土技術政策総合研究所では、交通量や旅行速度の常時観測データの収集・加工・分析方法の高度化・効率化に関す

る研究開発を行うとともに、地方整備局等が行う常時観測データ収集の実施を支援している。 
平成 26 年度は、①車両感知器を有しない区間の交通量の推定アルゴリズムの改良、②地方整備局等向けの交通分析

用旅行時間データの作成、③常時観測データを用いた交通量、旅行速度（旅行時間）、交通密度の関係分析を行った。

さらに、常時観測データの整理・分析基盤となる交通調査基本区間・基本交差点データについて、地方整備局等と連携

し、道路ネットワークの改変等に伴う年次更新を行った。 
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交通円滑化施策における要因分析・対策立案の支援策に関する研究 
Study on congestion factor analysis and making alternatives for smoother road traffic 

（研究期間 平成26～27年度） 

道路交通研究部 道路研究室 室   長 高宮  進 
 主任研究官 橋本 浩良 

  研 究 官 齋藤 貴賢 
  交流研究員 松島 敏和 
［研究目的及び経緯］ 

国土交通省では、円滑かつ快適で、地域の活力向上にも資する道路交通サービスを実現するため、必要なネットワー

クの整備と合わせ、科学的な分析に基づく集中的な交通円滑化対策によるボトルネックの解消に取り組んでいる。 
国土技術政策総合研究所では、交通円滑化対策の効果的実施を支援するため、プローブデータや交通量データなどの

道路交通データの利用方法に関する研究開発を行っている。 
平成 26 年は、プローブデータ等を利用した、要対策候補箇所の抽出方法の整理と試行、渋滞要因の特定方法の整理

と試行、要対策候補箇所の渋滞状況の経年変化の把握を行った。 
 
 
 

道路幾何構造基準の柔軟な設定等による効率的な道路機能向上策の検討 
Review of efficient measures for improving road functions by flexibly setting road geometrical design standards 

（研究期間 平成25～27年度） 

 道路交通研究部 道路研究室 室   長 高宮  進 
  主任研究官 小林  寛 
 研 究 官 今田 勝昭 
 交流研究員 上野 朋弥 
［研究目的及び経緯］ 

今後の道路施策においては、地域における道路の役割や位置づけを明確にし、期待される道路の機能（円滑な旅行速

度、安全な歩行者・自転車空間など）を確保することが求められている。その対策としては、効率的に道路の機能を向

上させる方策が有効であり、限られた道路空間を有効活用する構造や運用の改善等が考えられる。 

平成26年度は、大型車の性能向上に伴う道路構造令等の根拠の検証に向けて、実道における試験走行調査を行い、近

年における大型車の登坂性能等を整理した。また、試験走路における走行調査や交通流シミュレーションを行い、ラウ

ンドアバウトにおける望ましい幾何構造（エプロン構造など）や交通容量等を整理した。 

 

 

 

道路事業の実施効果の推計方法に関する検討 
Study on methods to estimate operational impacts of road projects 

（研究期間 平成26～27年度） 

道路交通研究部 道路研究室 室   長 高宮  進 
 主任研究官 小林  寛 

  研 究 官 齋藤 貴賢 
［研究目的及び経緯］ 

目的、効果に応じた道路事業の定量的な評価が求められている。本研究では、道路交通の時間信頼性向上効果に着目

し、道路整備の効果を分析する方法を検討する。 
平成 26 年度は、時間信頼性便益の算定に向けた経路単位での時間信頼性指標値の推計方法の検討、道路改良有無別

の比較による区間単位での時間信頼性向上効果の定量的把握手法の検討を行った。経路単位の時間信頼性指標値として

は、旅行時間の標準偏差、90％タイル値、95％タイル値を取り上げ、プローブ旅行時間データ等を用いて推計式を構築

し、比較検討した。道路改良有無別の比較による区間単位での時間信頼性向上効果については、道路改良の内容や道路

条件ごとに約 20～50 の交通調査基本区間を取り上げ、それぞれ実際の旅行時間の平均、標準偏差、95％タイル値の分

布傾向と条件等を比較することで、効果の把握に利用可能な指標を検討した。 
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道路交通安全施策に関する統計データ分析 
Statistical Data Analysis for Road Traffic Safety Measures 

（研究期間 平成26～28年度） 

 道路交通研究部 道路研究官 稲野  茂 
 道路交通研究部 道路研究室 主任研究官 池原 圭一 
  研 究 官 尾崎 悠太 
 研 究 官 木村  泰 
［研究目的及び経緯］ 

平成26年の交通事故死者数は4,113人、死傷者数では71万5,487人となり、近年、減少傾向が続いている。 

本研究では、近年の交通事故発生状況について、交通事故データベースなどをもとに、交通事故の経年変化や、主に

平成25年中の交通事故に関する道路状況別、事故類型別、当事者別などの集計を行い、交通事故発生状況の傾向・特徴

に関して分析を行った。その結果、例えば、7～9歳の小学校低学年における人口当たり事故件数は、他年齢層に比べて

突出して多く、特に生活道路における単路部の横断中に多いことなどが確認された。これらの分析結果は、今後の交通

安全施策を展開する上での基礎資料として活用が期待される。 

 

 

 

交通安全マネジメントの高度化に向けた検討 
Study on the advancement of traffic safety management. 

（研究期間 平成25～27年度） 

道路交通研究部 道路研究室          室   長 高宮  進 
  研 究 官 尾崎 悠太 

  交流研究員 神谷  翔 
［研究目的及び経緯］ 

交通安全対策を効率的・効果的に推進するためには、的確な危険箇所抽出、正確な事故要因分析とそれに基づく的確

な対策立案・実施、早期の対策効果検証と必要に応じた追加対策の早期実施が必要である。 
これらのうち、対策が必要な箇所を抽出する危険箇所抽出については、事故データを基に実施する手法が最も代表的

なものとして用いられる。ただし、交差点等の箇所毎に見ると交通事故は稀な現象であり、事故が発生していなければ

潜在的に危険な箇所であっても抽出されないといった課題がある。 
そこで本研究では、既存の道路構造や沿道環境等から事故の危険性を評価する手法の開発を行っている。 
今年度は、交通安全に関する技術資料及び事故危険箇所等において実施する現地調査から得た情報を基に、事故の危

険性に影響を及ぼす道路構造の特徴の整理、交差点形状等のデータ整理及び現地調査を実施して交差点形状と交差点に

おける事故の危険性の関係の整理を実施した。 

 

 

 

交通安全事業の効率的推進を支援する方策に関する検討 
Study of the methods to support efficient performance of traffic safety measures  

（研究期間 平成26～28年度） 

 道路交通研究部 道路研究官 稲野  茂 
 道路交通研究部 道路研究室 主任研究官 大橋 幸子 
                         交流研究員 鬼塚 大輔 
［研究目的及び経緯］ 

交通安全事業の実施にあたっては、住民、道路利用者等の多様な主体と協働しながら、効果的・効率的に推進してい

くことが求められる。本研究では、生活道路を中心に、利用者の視点を取り入れたPDCA サイクルによる交通安全事業

の推進手法を検討する。 
平成 26 年度は、生活道路の交通安全を進めるための、対策立案前の住民参画手法の提案を目指すものとし、つくば

市内の一つの小学校通学路において、ケーススタディを行った。 
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面的交通安全対策の導入促進方策に関する検討 
Study of the methods to further the introduction of area traffic safety measures 

（研究期間 平成25～27年度） 

 道路交通研究部 道路研究官 稲野  茂 
 道路交通研究部 道路研究室 主任研究官 大橋 幸子 
                         交流研究員 鬼塚 大輔 
［研究目的及び経緯］ 

生活道路の交通安全のためには、歩行空間の確保や自動車の速度抑制策など面的な交通安全対策の実施が求められて

いる。そこで本研究では、路側帯整備、速度抑制施設の設置について、効果・影響を調査分析し、道路・交通状況に応

じた整備手法を示すことで、面的交通安全対策導入の促進を目指すものとする。平成 25 年度には、路側帯の設置、拡

幅、カラー化の効果の調査分析、通学路社会実験による速度抑制施設を中心とする対策導入の効果と課題の抽出、簡易

な速度計測方法の例等を示した。 
平成 26 年度は、スムース歩道や交差点狭さく等の幹線道路側で設置可能な対策についての実道調査と分析、構内実

験による速度抑制施設の設置間隔の検討、速度抑制施設の技術基準の策定に向けた既存の知見のとりまとめ等を行った。 
 
 

プローブデータを利用した危険箇所抽出等の高度化に関する検討 
Study on the advancement of traffic safety countermeasure using probe data. 

（研究期間 平成25～27年度） 

道路交通研究部 道路研究室       室   長 高宮  進 
  研 究 官 尾崎 悠太 

  交流研究員 神谷  翔 
［研究目的及び経緯］ 

交通安全対策を効率的･効果的に推進するためには、的確な危険箇所抽出、正確な事故要因分析とそれに基づく的確な

対策立案･実施、早期の対策効果検証と必要に応じた追加対策の早期実施が必要である。これらのうち、対策が必要な箇

所を抽出する危険箇所抽出や対策効果検証については、事故データを基に実施する手法が最も代表的なものとして用い

られる。ただし、交差点等の箇所毎に見ると交通事故は稀な現象であることから、事故データによる分析を行うために

は、データ収集に長い期間が必要となる。そこで本研究では、これらの危険箇所抽出や対策効果検証を、短期間の安定

したデータで実施するための手法として、カーナビ等から得られるプローブデータを活用した手法の検討を行っている。 
今年度は、ドライブレコーダの映像を活用した急減速データの発生特性整理、プローブデータによる面的な交通状況

把握及び交通事故対策方針の整理の試行を実施した。 
 
 

地域における総合的な道路交通計画に関する調査 
Investigation about the general road traffic plan in the area 

（研究期間 平成26～28年度） 

 道路交通研究部 道路研究室 室   長 高宮  進 
  主任研究官 小林  寛 
 研 究 官 今田 勝昭 
 交流研究員 上野 朋弥 
 
［研究目的及び経緯］ 

今後の道路施策では、地域の道路を面的に俯瞰して、道路毎に誰が主役なのかを明確にし、限られた道路空間を有効

活用する再配分を推進することが求められている。このためには、多様な移動手段を総合的に計画する道路交通計画を

検討していくことが想定され、総合的な道路交通計画の基本的な考え方や技術的な留意点等を検討することが考えられ

る。 

平成26年度は、多様な移動手段を総合的に計画する道路交通計画の検討材料として活用するため、国外における道路

の使われ方に関する事例について収集するとともに、国内の現行法令等に基づいた断面設計を行い、国内の現行法令等

の制約条件などを整理した。 
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政策・計画レベルの意思決定における活用を目指した持続可能性 

に関わる環境施策評価手法に関する課題分析 
The task analysis of environmental evaluation method to utilize decision making for sustainable 

development at a policy and planning level 
（研究期間 平成 25 年度～平成 26 年度） 

 
道路交通研究部 道路環境研究室 室長 井上 隆司 
Road Traffic Department Head Takashi INOUE 
Road Environment Division 前室長 角湯 克典 

Former Head Katsunori KADOYU 
主任研究官 小川 智弘 
Senior Researcher Tomohiro OGAWA 
主任研究官 大城 温 
Senior Researcher Nodoka OSHIRO 
研究官 神田 真由美 
Researcher Mayumi KANDA 

 
In this study, we discuss evaluation method considering relevance among other policies and 

environmental evaluation methods for infrastructure development to confirm the life cycle 
assessment method using decision making at the planning stage.  

To develop the prediction methods of CO2 emission from road constructions as environmental 
evaluation methods for infrastructure development, we compared two types of the prediction methods; 
one method is the basic unit method for each road structure (earth work, bridge and tunnel) and the 
other method is the multiple regression analysis. For both of the prediction methods, we can improve 
prediction accuracy by using the information from design study at the planning stage. 
 
［研究目的及び経緯］ 

地域活力の維持、社会基盤の安全性確保、環境影響

の緩和・適応、資源・エネルギーの安定といった、様々

な持続可能性の課題に対して、政策・計画レベルで総

合的に議論を行い、国土・社会基盤の方向性を定める

必要があり、そのための評価・マネジメント手法の開

発が必要不可欠である。そこで、本研究は、政策・計

画レベルの意思決定に活用するためのライフサイクル

アセスメント手法の確立に向け、施策間の関連性を考

慮した評価手法、社会資本整備における環境施策評価

手法を検討した。 

 
［研究内容・研究成果］ 

主な研究内容・研究成果の概要を以下に示す。 

1.施策間の関連性を考慮した評価手法の検討 

環境保全等を目的とした政策目標の達成に資する各種

施策・対策が、相互に関連していることや影響してい

ることが想定される場合、その政策目標の達成に与え

る各種施策・対策の相互影響・効果を定性・定量的に

評価するために参考となる研究事例の調査・ヒアリン

グを行い、そのような手法の構築にむけて考慮すべき

事項・視点について検討した。 
2.計画段階における道路工事に伴う CO2排出量の予測 

（1）道路工事に伴う CO2 排出量の算出 

近年、地球温暖化の深刻化等からあらゆる方面でCO2

排出量の削減が求められている。そうした中で、社会

資本整備における環境施策評価手法のひとつとして、

道路建設における（設計段階より前の）計画段階の CO2

排出量の予測手法について検討した。検討にあたって

は、実際の直轄工事（172 事例）の詳細設計データを

もとに、国総研で過年度に作成した社会資本 LCA 手法

（「社会資本 LCA 用環境負荷原単位一覧表」）を用いて

各工事の CO2 排出量を算出し、土工・トンネル・橋梁

の構造別に整理を行った。 
CO2排出量を算出した結果の概要は、表 1 のとおりで、

原単位として、構造別の 1kｍ1 車線あたりの CO2排出

量を算出した。これを見ると土工、トンネル、橋梁の

順に CO2 排出量が大きくなることが分かるが、原単位
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として活用するには各構造でのばらつきが非常に大き

いことが課題としてあげられる。そこで、計画段階で

入手できる情報をもとに、以下(2)、(3)に示す 2 種類

の予測手法の精度向上を検討した。 

 

資材 運搬
建機
稼働

建機
減耗

合計

土工
（106工事）

491 69 113 47 697 3,394 100

橋梁
（43工事）

12,085 360 382 288 13,116 45,547 5,320

トンネル
（23工事）

4,850 174 302 179 5,390 6,642 4,098

1km1車線当たりCO2排出原単位 [t-CO2/km/車線]

平均値
最大 最小

 

（2）道路の特徴で細分化した構造物当たりの原単位 

 道路延長 1km・1 車線当たりとする原単位では、道路

の規模が小さくなっても減らすことのできないベース

作業等の存在を反映することが難しいため、車線別の

原単位を算出した。算出する原単位の一般性を確保す

るため、CO2 排出量の上端、下端 10％を検討対象外と

し、得られた結果が表 2 に示すとおりである。 

 

平均値 最小～最大 工事数

2車線 1,721 384～4,183 33

4車線 1,915 737～3,508 41

2車線 24,350 12,146～61,452 31

4車線 43,761 34,528～60,572 4

トンネル 2車線 10,769 9,270～12,724 19

1km当たりCO2排出原単位 [t-CO2/km

土工

橋梁

 

表 1 で示した結果と比べると、若干ばらつきが抑え

られているものの、このばらつきをさらに小さくする

ために、計画段階で得られると考える数量と CO2 排出

量との相関関係を考慮して分類した結果が、表 3 であ

る。分類にあたっては、土工で盛土切土量、橋梁とト

ンネルでは幅員の値を用いることとした。 

 

平均値 最小～最大 工事数
盛土切土量
20万m3未満

1,413 256～3,277 25

20～40万m3 1,450 985～1,833 5

40万m3以上 3,429 1,986～4,488 4

20万m3未満 1,571 417～3,650 33

20～40万m3 2,097 1,375～2,688 4

40万m3以上 3,235 1,721～4,233 4

幅員10m未満 12,850 10,639～23,149 8

幅員10m以上 32,424 12,146～91,094 29

幅員10m未満 9,530 8,197～10,656 7

幅員10m以上 11,328 9,300～13,283 16
ﾄﾝﾈﾙ 2車線

1km当たりCO2排出原単位 [t-CO2/km]

土工

2車線

4車線

橋梁 2車線

 

（3）道路構造別二酸化炭素排出量の多変量解析 

 計画段階で得られる道路設計データの項目について

分析したところ、延長、有効幅員、車線数、交通量、

中央歩道帯幅であった。これらを説明変数に、道路構

造別CO2排出量を被説明変数とする重回帰分析を行い、

表 4 に示す推定式が得られた。 

 

構造 回帰式〔CO2排出量(t-CO2)〕 有意F
調整済

決定係数R2

土工
2,710.60×延長(km)
 + 24.95×有効幅員(m) -

1.67E-18 0.5687

橋梁 1.05435×面積(㎡)
※

 + 1,044.33 6.62E-08 0.5189

ﾄﾝﾈﾙ
9,001.50×延長(km)
 + 459.32×有効幅員(m) -

9.73E-22 0.9913

   ※面積(㎡) = 延長(km) × 有効幅員(m) × 1,000 

（4）2 種類の予測手法における精度の比較 

以上 2 種類の予測手法の結果を比較すると、橋梁で

は、下図 1 のような真値と推定値の関係が得られ、決

定係数で比較すると、回帰式の決定係数は 0.53、原単

位を用いた予測式の決定係数は 0.46 と、僅かではある

が、回帰式の推定手法の方が精度は高いと考えられる

結果が得られた。 

0.0 

0.4 

0.8 

1.2 

1.6 

0.0 0.4 0.8 1.2 1.6 

推
定

値
（万

CO
2-

t）

真値（万CO2-t）

▲原単位式
R2=0.4568

◆回帰式
R2= 0.5289

 

 
同様の比較を、土工とトンネルにおいても行うと、

土工の場合は道路の特性で細分化した構造物当たりの

原単位を用いた推定手法、トンネルの場合は回帰式の

推定手法の方が、精度が高いという結果が得られた。 

 

［成果の活用］ 

本研究で得られた成果および知見については、道路

建設におけるライフルサイクルアセスメントの評価や、

道路建設時の CO2 排出量の把握・評価を検討する際に

活用できる。 

表１ 道路工事に伴う CO2排出量の計算結果 

表 2 構造物当たりの CO2排出原単位（車線別） 

表 3 道路の特性で細分化した構造物当たりの原単位 

表 4 道路構造別の CO2排出量の推定手法（回帰式） 

図 1 真値と推定値との比較（橋梁） 
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Research on the future direction of technology development for saving of energy and utilizing of 

renewable energy in the field of road infrastructure 
25 26  

 
   

Road Traffic Department Head Ryuji INOUE 
Road Environment Division   

Senior Researcher Hiroshi YOSHINAGA 
  

Researcher Keiko OHKOUCHI 
 

In the field of road infrastructure, we have to expand energy saving and utilizing of renewable energy 
to promote a low carbon and recycling-oriented society. In this study we investigated optimization of 
energy use at road facilities, taking account of 4 approaches; i) investigation on current status of 
energy-saving technologies introduced by the Regional Bureaus of MLIT, ii) possibilities of regional 
partnership, iii) study on the optimization of energy use for road infrastructures, and iv) hearing from 
academic experts. 
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Research on new applications of low noise pavement in accordance with the site conditions 

26  
 

   
Road Traffic Department Head Ryuji INOUE 
Road Environment Division   

Senior Researcher Hiroshi YOSHINAGA 
  

Researcher Keiko OHKOUCHI 
  

Guest Research Engineer Keiichi HASEGAWA 
 
NILIM is considering determining method of road traffic noise countermeasures and the priority of 
implement countermeasures place. In this study, we conducted an international literature survey and a 
simulation of road traffic noise, to gain knowledge about recent trend of methodologies to predict, 
evaluate and mitigate road traffic noise. 
 

5
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沿道大気質予測手法の簡便化検討 
Study to develop the handier technique of the passage air quality concentration 

（研究期間 平成 25～26 年度） 
 
道路交通研究部 道路環境研究室      室長   井上 隆司 
Road Traffic Department              Head   Ryuji INOUE 
Road Environment Division          主任研究官        小川 智弘 

Senior Researcher Tomohiro OGAWA 
研究官     長濵 庸介 
Researcher     Yosuke NAGAHAMA 

 
In the estimation of the passage air quality concentration, a plume puff model has been used from 

the past. In the future, the vehicle emission quantity will reduce substantially by regulations. This study 
aims to develop the handier technique of the passage air quality concentration.  
 
［研究目的及び経緯］ 

 道路の環境影響評価において、大気質に係る調査及

び予測の手法として、将来濃度が低いと予想される場

合や近傍の常観局等の資料を用いることが適当と判断

される場合には、参考手法より簡略な手法を選定でき

るとされている。しかしながら、具体的な手法につい

ては定まったものがない。 

 本研究は、大気質に係る簡略な手法やその適用状況、

及び簡略な手法を適用できる要件を明確にし、沿道大

気質予測のより簡便な手法の開発を目指すものである。 

 本稿では大気質に係る簡略な調査手法に関する検討

結果について述べる。 

 

［研究内容］ 

参考手法よりも簡略な調査手法については、①現地

調査を行わずに常監局のデータを用いる方法と、②現

地調査の回数や期間を参考手法よりも減らして調査を

行い、常監局の代表性を確認した上で常監局のデータ

を用いる方法の２通りが想定された。このため、下記ｱ）、

ｲ)の関係性の比較を実施し、その結果を踏まえ簡略な

調査手法を検討した。 

ｱ)２つの常観局の大気質濃度及び気象出現状況と、

２つの常観局間の位置関係 

ｲ)予測に用いる風速の推定方法と、推定した気象

条件を用いた場合の道路寄与濃度の関連 

 

［研究成果］ 

主な研究成果の概要を以下に示す。 

1. ２つの常観局の大気質濃度及び気象出現状況と、２

つの常観局間の位置関係 

２つの常監局間の大気質濃度の相関と局間の距離の

関係をみると、距離が大きくなるほど相関が小さくな

る傾向が見られた（図 1 参照）。 

 
図 1 標高差等別･NO2 濃度の相関と常観局間の距離の関係 

 
図 2 標高差等別･風向風速ベクトルの相関と常観局間の距離

の関係 

◆標高差 30ｍ以内 

■標高差 30ｍ以上 

◆標高差 30ｍ以内 

■標高差 30ｍ以上 
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図 3 標高差等別･風速の相関と常観局間の距離の関係 

 

一方、風向風速ベクトルや風速は、距離が大きくな

るほど相関が小さくなる傾向（図 2 参照）が見られる

とともに、起伏が大きくなると相関が小さくなる傾向

が見られた（図 3 参照）。したがって、常監局までの距

離が短く、かつ起伏の少ない箇所では、①の手法を適

用することが考えられる。なお、風速については周辺

建物や地形の影響を受けやすいことから、常観局間の

距離が短い場合であっても、周辺状況を考慮する必要

がある。 

 

２．予測に用いる風速の推定方法と、推定した気象条

件を用いた場合の道路寄与濃度の関連 

現地調査の回数･期間の違いによる年平均風速、道路

寄与濃度、予測濃度（寄与濃度＋ﾊﾞｯｸｸﾞﾗﾝﾄﾞ濃度）の

推計値の差異を、常監局の通年データから回数･期間の

異なる調査パターン毎に比較を行い検証した。測定回

数が多く、測定期間が長くなるほど、全期間データを

用いた推計値との誤差が小さくなる（図 4、6 参照）。 

さらに、全期間のデータから推計された値に対する

各調査パターンの適合割合は、回数及び期間のいずれ

かを少なくすると誤差が大きくなり、誤差 20%以内に

収まる確率は、年平均風速で 90%以上(図 5 参照)、道

路寄与濃度で 80%以上(図７参照)であることが明らか

となった。 

上記検討から、現地観測を実施する場合は従来より

実施している４回／年・１週間の調査方法が合理的で

あると考えられる。 

 

［成果の活用］ 

本研究で得られた成果については、今後、さらなる

検証を行い、予測手法の効率化の一助になると考える。 

 

 

1.90

2.00

2.10

2.20

2.30

2.40

2.50

2.60

4回/年,4日間

（ケース④)
4回/年,１週間

（ケース①)
4回/年,2週間

（ケース②)
4回/年,4週間

（ケース③)
2回/年,1週間

（ケース⑤)
2回/年,1週間

（ケース⑥)

年
平

均
風

速
(ｍ

/s
）

全期間の平均風速

 

図 4 各調査パターンの年平均風速 

(※ケース⑤は春秋、ケース⑥は夏冬の 2 季で比較した) 

 

 
図 5 全期間の年平均風速に対する各調査パターンの

適合割合(※ケース⑤は春秋、ケース⑥は夏冬の 2季で比較した) 
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図 6 各調査パターンの NO2 予測濃度（道路寄与分） 

 

 
図 7 全期間の NO2 予測濃度（道路寄与分）に対する

各調査パターンの適合割合 

 

◆標高差 30ｍ以内 

■標高差 30ｍ以上

－171－



 
 

Elucidation of the reduction mechanism of carbon dioxide which a vehicle exhausts when it travels on various types of 
paved road 

   
   
   

Examination about the technique of the monitoring of CO2 emissions from vehicles which utilized the measured data 

   
   
   

Study on Rationalization and Improvement of Wildlife Preservation Measures for Road Environmental Impact 
Assessment 
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Study on new noise abatement  

     
    
    
    

(RTN: road traffic noises) 26

 
 
 
 

Study to develop the advance technique of the passage air quality concentration 

   
   
   

 
Investigation on utility pole removal in foreign countries and Japan 
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新たなモビリティに対応する道路交通システムの技術的課題調査 
A study on technical issues of road transportation systems which respond to new mobility 

（研究期間 平成 23～26 年度） 

  
道路交通研究部    室長   牧野 浩志 
高度道路交通システム研究室   Head   Hiroshi MAKINO 
Road Traffic Department   主任研究官  松田 奈緒子 
Intelligent Transport Systems Division  Senior Researcher Naoko MATSUDA 
      研究官   築地 貴裕 

Researcher  Takahiro TSUKIJI 
 

  The spread of emerging new mobility such as electronic vehicles (EVs) or personal mobility vehicles (PMVs) 

can lead to a variety of technical and institutional issues on conventional road infrastructure. In this research, 

next-generation ITS that responds to emerging new mobility is discussed in cooperation with academia to realize 

smarter road transportation systems. 

  
［研究目的及び経緯］ 

昨今の厳しい経済情勢・財政制約の下、既存交通イ

ンフラを有効に活用し交通サービスにおける移動の質

を向上することが求められている。とりわけ、今後の

少子高齢化社会の到来、エネルギー・環境制約、人々

の価値観の多様化等により、交通サービスにおける移

動の質に変化が生じると予想される。すなわち、これ

までの時間・費用に加えて、安全・安心・健康・快適・

環境を志向することで、専ら自動車を利用していた人

が徒歩・自転車・公共交通等のモビリティに多様化す

ると考えられる。そのため、ITS 研究開発においては、

従来の自動車のドライバを中心とした ITS から、歩行

者・自転車等の人を対象とする ITS への拡大が期待さ

れている。 

そこで本調査では、徒歩・自転車・自動車・公共交

通を含む多様なモビリティや EV(Electronic Vehicle)、

PMV(Personal Mobility Vehicle)等の新たなモビリティ

における移動の質を高める ITS のあり方について、学

との連携を通じて検討することを目的とする。 

平成 23～24 年度は、今後急激な増加が予想される高

齢ドライバに対して情報をわかりやすく提供するため

の方法や、自転車、歩行者、公共交通機関等を含む多

様なモビリティにおける移動の質を高める ITS 技術に

ついて検討を行った。 

平成 25～26 年度は、超小型モビリティ（以下 MEV）

に関する検討を行った。MEV は通常の自動車よりもコ

ンパクトで小回りが利き、環境性能に優れており、地

域の手軽な移動手段としての機能を担うことで、高齢

者の移動支援や環境負荷低減、地域活性化等に寄与す

ることが期待されている。一方で、MEV には、従来の

自動車、二輪車、歩行者等との混在時の錯綜の発生、

車体の視認性や周辺車両との速度差等で安全面の課題

がある。そこで、今後の普及展開を見据え、通常の車

両との混在時における利用者の安全・心理面への影響

等を調査するともに、MEV の安全・快適な移動を支援

する ITS 技術について研究を行った。 

 

［研究内容・成果］ 

1. 運転時の生理指標・心理指標の把握（室内実験） 

MEV 混在時における利用者の安全・心理面への影響

を明らかにするため、運転時の注意やストレスと生理

指標との関係を調査した。若年者男性（11 名）と 65

歳以上の高齢者男性（17 名）を対象とし、ドライビン

グシミュレータを用いて、運転時に注意を分散させる

ための連続的な短期記憶を課す N-back タスクやスト

レス負荷を与える追従タスクを実施し、運転時の注意

やストレスと生理指標の関係を調べた。生理指標測定

には、近赤外光を用いて脳血流を測定する NIRS と脳

波計を使用し、タスク実行時の脳血流変化、刺激に応

じて生じる脳波事象関連電位の一種で余裕の有無を反

映すると考えられる P300 等の指標を生理指標とした。 

書面調査による心理指標の結果から、若年者・高齢

者別に運転時の負荷と注意やストレスの関係を把握す

ることができた。 

生理指標については、若年者について、N-back タス

クの負荷と関係して前頭前野背外側部の脳血流が変化

することを明らかにすることができた。これより、注

意に関する定量的な推定の可能性が示唆された。さら

に P300 の結果から、運転時の余裕の有無に関して評

価できる可能性を示唆できた。 
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2. MEV 混在時における利用者の安全・心理面への影響

の調査（公道実験） 

若年者男性（8 名）と 65 歳以上の高齢者男性（8 名）

を対象に、MEV と普通車で公道走行することで車線数、

交通量、道路幅員、勾配など道路環境や交通状況が心

理指標と生理指標に及ぼす影響を把握する実験を行っ

た。 

具体的には、幹線道路や細街路、また勾配の変化が

ある約 7.7km のコースを設定し、MEV と普通車を交互

に運転して、生理指標として脳波計を装着した被験者

に対して P300 の検出を行うこと、心理指標としてア

ンケートを行うことで実験を実施した。 

MEV を運転した被験者の多くは MEV も普通車も運

転の感覚としては差がないと話していたが、実際には

差のあることが生理指標や心理指標から把握できた。 

生理指標である脳波の計測については P300 の検出

を行った。P300 について、若年者では幹線道路や登り

勾配では普通車の方が MEV よりも余裕を持って運転

されていることが示唆された（図-1）。また、細街路で

は普通車・MEV ともに注意して走行していることが把

握できた。高齢者については普通車よりも MEV の方

がコース全体で余裕を持って運転していたことが把握

できた。この結果から、これまでは主観的な評価であ

った「走りやすさ」について、客観的な指標から推測

できる可能性についても示唆を得ることができた。 

MEV 普通車

区間

P
30

0検
出
人

数

狭隘部、幹線道路、登り勾配

N=16

 

図-1 若年者の P300 計測結果 

 

また、心理指標としてアンケート調査を毎走行時に

行った。この結果、運転時の心理状態が普通車の「安

心」とは異なり、MEV は「熱中」のカテゴリーに属し

ていることが把握できた。これより、MEV は普通車よ

りも運転時に緊張を要する乗り物であると考えられる。 

また、道路の構成要素や交通量との関係から、高齢

者は MEV 運転時に道路幅員・車線数・道路勾配など

にストレスを感じていることを把握することができた。 

 

3. MEV 走行が歩行者に及ぼす影響の調査 

MEV が歩行者の安全・心理面に及ぼす影響を調査す

るため、普通車、MEV、自転車が歩行者から 0.5m、1.0m、

1.5m 離れて時速 20km で通過する際の走行音を録音し、

これをランダムに被験者に聴かせて、接近に気づいた

時と車種を判別するテストを行った。 

この結果、普通車では被験者まで 3.5 秒前に気づく

ことが多いが、MEV では 0.3 秒前、自転車では 0.9 秒

前に気づくことがわかった。普通車では事前に車両接

近の認知が可能であるが、MEV は静音性が高いことか

ら身体間近に接近してからの認知となるため、歩行者

にとっては脅威となり得る可能性が高いことを把握で

きた。 

 

4. MEV の移動支援のための案内情報システムの開発 

ドライバから見て MEV が普通車と同じ特性を持つ

車両であれば所要時間最短や距離最小など通常のカー

ナビシステムで移動支援をすることが可能である。し

かし、ここまで見てきたように MEV と普通車ではド

ライバにかかる負荷が異なる。ここでは普通車とは異

なり MEV に特化した案内情報システム構築について

検討を行った。 

案内情報システムの構築にあたっては、これまでに

把握した道路種別や交通量、道路勾配などを配慮して

対象とする道路ネットワークのリンク評価を普通車と

は異なる MEV のものを入れることで対応することを

検討し、それを実施した。 

ここでは、そのプロトタイプとして、4 車線以上の

幹線道路については MEV の走行は避けた方が望まし

いとし、経路検索時の走行速度（50km/h）に対して

MEVの抵抗値を 2.0として所要時間がかかることで他

の経路を検索するシステムを構築した。 

このシステムを用いて京都市西部の洛西地域を対象

とし経路検索を行い、妥当な経路を検索できているこ

とを明らかにした。本研究で提案した経路検索手法に

ついて、検索した経路を MEV で走行し、用いた抵抗

値の妥当性などの評価を行うことで、利用者に対する

効果の評価方策を明らかにした。 

 

［成果の活用］ 

本研究で得られた成果は、道路交通における新たな

モビリティ混在時の道路利用者への安全・心理面への

影響把握や、ITS 技術の活用による情報提供がドライ

バの心理面に及ぼす影響等の把握に活用することがで

きると考えられる。 

また、新たなモビリティの安全・快適な移動が実現

し、地域の手軽な移動手段としての機能を担うことで、

交通弱者である高齢者等の移動支援、環境負荷の低減、

地域の活性化等に寄与すると考えられる。 
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ITS を活用した特定の車両への走行支援に関する検討 
Research on driving support system for heavy vehicles using ITS 

（研究期間 平成 24～26 年度） 
 
道路交通研究部     室長    牧野 浩志 
高度道路交通システム研究室        Head    Hiroshi MAKINO 
Road Traffic Department          主任研究官      鈴木 彰一 
Intelligent Transport Systems Division     Senior Researcher   Shoichi SUZUKI 

研究官       築地 貴裕 
Researcher     Takahiro TSUKIJI 
交流研究員    鹿谷 征生 
Guest Research Engineer Yukio SHIKATANI 
 

The purpose of this research is to investigate and verify ITS technologies for monitoring and 
supporting the driving of heavy vehicles, which is considered to have a significant impact on the life 
span of road infrastructure. 
 
［研究目的及び経緯］ 
 国土技術政策総合研究所では、持続可能で活力ある

国土・地域づくりを推進するため、道路インフラへの

影響が大きいとされている大型車両の重量計測に適用

可能な技術に関する調査検討を行うとともに、大型車

両・重量車両の適切な走行を支援する技術の開発及び

実展開を目指した調査検討を行っている。 

 平成 24 年度は、既存システム（特車許可申請システ

ム、特殊車両自動計測装置（図 1））の整備状況を踏

まえ、大型車両・重量車両の通行状況モニタリングに

関する ITS 技術を調査するとともに、適切な走行支援

を行う基本機能（自車位置把握、経路情報提供等）を

検証するための基礎実験を実施した。平成 25 年度は、

試作した走行経路表示実験システムを用いて、タブレ

ット PC 上での経路誘導実験を実施し、システムの有

効性及び受容性を評価した。平成 26 年度は、既存シス

テムの課題を整理し、特殊車両走行支援のための道路

情報の提供方法に関する調査及び大型車両の走行支援

に資する重量計測技術の調査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 特殊車両自動計測装置 

［研究内容］ 
1. 特殊車両走行支援のための道路情報提供方法に関

する調査 
 特殊車両走行支援のための道路情報提供方法に関し、

既存システムから個々の物流事業者、あるいは特殊車

両走行支援サービスのサービス提供者へ提供するデー

タ形式等について検討した。また、通行経路上の障害

情報をリアルタイムに提供する方法を検討した。さら

には、事業者個別への通行許可情報の提供においては、

特車許可申請システムの現状を整理した上で、提供手

順及びなりすまし等を防ぐための認証方法の検討を行

った。これらの検討結果を踏まえ、システムの概略設

計を行い、サービスの実現性を確認するための実験案

を作成した。 

 
2. 大型車両の走行支援に資する重量計測技術調査 
 制限値超過・偏載等の検知を目的とした大型車両の

重量計測に適用可能な技術の動向調査及び導入試行事

例の調査を行った。これらの調査結果を踏まえ、道路

管理者が大型車の重量計測を行う目的ごとに重量計測

方法を検討した。また、各計測方法について、重量等

のデータの転送・集約方法を検討するとともに、計測

可能な車両台数及び路線数を推定した。これらの結果

を踏まえ、重量計測導入シナリオ案を作成した。 

 

［研究成果］ 

1. 特殊車両走行支援のための道路情報提供方法に関

する調査 
 事業者に対して走行支援のための道路情報（経路情

  

車両検知装置 

車両検知装置 

車両重量自動計測装置 

車両番号情報取得用カメラ
車両寸法自動計測装置 
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報及び許可条件）を提供する方法を検討した。利用シ

ーンに応じた情報提供サービス案を作成した上で、過

年度調査結果や運行管理者へのヒアリングを通して、

サービスの実現性、事業者側・提供者側のメリット・

デメリット、制約条件等を整理した。道路情報の提供

形式としては、短期的には、現在申請されている交差

点番号及び交差点間の中間地点の緯度経度情報を電子

化して提供する形式とし、通行経路や通行条件の閲覧

及び表示を可能とすることが考えられる。長期的には、

DRM（デジタル道路地図）リンクや VICS リンクと紐

づけた許可条件情報を提供する形式とし、誘導経路案

内や通行条件案内を可能とすることが考えられる。 

 また、通行経路上の障害情報をリアルタイムに提供

する方法について、1) JARTIC 等の利用、2) 道路プロ

ーブの利用、3) リルート機能の利用、4) 迂回情報の

利用という観点から検討した。 

 事業者個別への通行許可情報の提供に際して、第三

者によるなりすましを防ぐための認証方法を検討した

上で、利用者の利便性を考慮した結果、回線は広域イ

ーサネット、端末認証は ID・パスワード方式が適して

いると考えられる。 

 これらの検討結果を踏まえ、システムの概略設計を

行い、表 1 に示すように、新規に必要となる機能概要

を明らかにした。作成にあたっては、既存のシステム

を最大限活用し、新規のシステム構築部分をできるだ

け少なくするよう配慮した。 

 

表 1 システム機能概要 
機能 内容 

既存システムイン

タフェース機能 

許可 DB にアクセスし、許可証データを取得

する（1 日 1回程度を想定）。 

利用者インタフェ

ース機能 

利用者システムの情報配信要求を受付け、

利用者システムに提供データを配信する。

認証は ID・パスワード方式。 

提供データ作成機

能 

許可証データを加工し、提供データを作成

する。 

WEB サーバ機能 

インターネット経由の利用者システムとの

インタフェース。既存システムと同様、DMZ

（DeMilitarized Zone）内に構築。アクセ

スログを記録する。 

 
2. 大型車両の走行支援に資する重量計測技術調査 
 重量計測に関する技術動向調査では、車載型重量計、

可搬型重量計、BWIM（Bridge Weigh in Motion）、車両

情報（CAN データ）を用いた重量計測等の調査を行っ

た。また、導入試行事例調査では、国内外（日・米・

欧・豪・韓）を対象に行った。図 2 に米国における物

流効率化事例を示す。また、欧州におけるスマートタ

コグラフ導入計画及び豪州における導入事例（IAP : 

Intelligent Access Program）について、欧州でスマート

タコグラフの規格化を主導的に実施中の企業、及び豪

州の IAP 運用主体・法制度検討機関から情報収集を行

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 米国の物流効率化事例(PrePass※1) 
※1:http://www.prepass.com/Pages/Home.aspx 

 

 このような調査結果を踏まえ、道路管理者が大型車

両の重量計測を行う目的ごとに検討した重量計測方法

を表 2 に示す。 

 

表 2 大型車両の重量計測方法 

重量計測を行う利用目的 
適用可能な重量計 
（重量計測技術） 

(1)
制限緩和等のインセンティブ

付与車両に対する重量監視 

車載型 

(2) 設置型（BWIM 含む）

(3) 可搬型 

(4) 悪質違反車両が多く通る箇所

の抽出 
設置型（BWIM 含む）

(5) 可搬型 

(6)
悪質違反車両を対象とした自

動重量計測 
設置型（BWIM 含む）

(7) 引き込み対象車両（悪質な違反

車両）のフィルタリング 

設置型（BWIM 含む）

(8) 可搬型 

 

 表 2 の(6)において、設置型重量計を利用して悪質な

違反車両を効率良く取り締まることを目的とし、環状

道路をコードンラインとした場合の重量計測可能な車

両台数及び路線数を推定した。関東地方整備局管内の

直轄国道を対象として推定した結果、圏央道をコード

ンラインとした場合には、全交通の約半分のカバー率

であった。また、高速道路 6 路線を加えたカバー率は

8～9 割程度であった。 

 また、物流の効率化と取締りの強化を目的とした短

期・中期の重量計測導入シナリオ案について、インセ

ンティブ付与車両への対応及び悪質な違反車両への対

応といった 2 つの側面で検討した。 

 

［成果の活用］ 

 大型車両・重量車両の適切な経路の走行を支援する

技術の実現を図り、道路法 47 条の特殊車両通行許可制

度の効率的・効果的な執行に寄与できると考える。 
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Research on applications using image information for efficient road management 

25 26  
 

            
   Head       Hiroshi MAKINO 

Road Traffic Department             
Intelligent Transport Systems Division  Senior Researcher     Shoichi SUZUKI 
             

Researcher      Yoshihiro TANAKA 
       

Guest Research Engineer   Hidetaka SAJI 
 

This study aims to propose a performance evaluation method of event detection systems using 
on-vehicle image processing and analyzing technology.  
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災害時の情報提供手法の検討 
Study on methods for providing disaster information 

（研究期間 平成 25～26 年度） 
 
道路交通研究部 高度道路交通システム研究室 
Road Traffic Department 
Intelligent Transport Systems Division         室長         牧野 浩志 

Head        Hiroshi MAKINO 
研究官        渡部 大輔 
Researcher     Daisuke WATANABE 

防災・メンテナンス基盤研究センター 国土防災研究室 
Research Center for Land and Construction Management 
Disaster Prevention Division              室長        松本 幸司 

Head       Koji MATSUMOTO 
主任研究官     長屋 和宏 
Senior Researcher Kazuhiro NAGAYA 
研究官       梶尾 辰史 
Researcher    Tatsushi KAJIO 

 
In this study, the damage situation of the bridges was investigated on the 2011 off the Pacific coast of 

Tohoku earthquake. An automatic device to find damaged bridges was studied for early detection of 
traffic obstacle after an earthquake. 
 
［研究目的及び経緯］ 

東北地方太平洋沖地震では緊急輸送道路の早期啓開

等の重要性が確認される中、「世界最先端 IT 国家創造

宣言（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）」では、災害時に

全ての国民が正確な災害関連情報を確実かつ多様な伝

達手段で入手できる防災・減災情報インフラを構築す

るとともに、大規模災害時等において、IT・データを

活用することにより、人命救助、消火活動等、効果的

な現場対応を可能とするなど、「助かる命を確実に助け

る」災害に強い社会を実現すると示されている。 

本研究は大規模災害発生時において道路啓開や二次

災害防止等を図るために、道路の通行障害を迅速に把

握し、道路管理や道路利用に有用な情報として提供す

る手法について技術的な検討を行うものである。 

過年度は東北地方太平洋沖地震における道路橋の被

災状況調査結果（直轄国道の本線橋 1,504 橋）を基に、

把握すべき被災情報の整理やその把握手法について検

討するとともに、道路橋の被災による通行障害に特化

した把握装置の試作を行い、実用化へ向けた課題とそ

の対応策を検討した。平成 26 年度は各地方整備局等に

災害情報把握の現状と課題についてヒアリングし、課

題解決策を検討し、構築したシステムを試行フィール

ド（実橋）へ実装し、被災情報の信頼性向上・可視化

について検討した。 

［研究内容］ 

１．道路橋被災状況把握システムの構築 

各地方整備局等の道路管理者に対して災害情報の入

手方法や道路管理に関する現状と課題についてヒアリ

ングを実施し、確認結果を踏まえて、システムの構築

を行った。 

２．被災状況把握の信頼性向上のための検討 

東北地方太平洋沖地震時には、停電や光ケーブルの

断線、電話回線の不通・混線等が発生し、情報収集機

能が麻痺し、被災状況把握に時間を要した。よって、

地震等の災害時にリアルタイムで情報を入手するため

には、地震発生時の計測手法・計測値の確実性だけで

なく、電源確保、通信確保といった基本的な機能が重

要となるので、災害時の電源・通信確保の具体策につ

いて試行フィールド（実橋）において実証した。 

３．被災情報の可視化 

震後対応では入手した被災情報を容易に理解できる

ように分かりやすく表示することが重要となる。また、

大規模地震発生後には地震被災や渋滞等の影響で震後

点検が迅速にできないことが想定され、被災発生から

道路利用者への情報提供までに空白時間が生じること

が考えられる。これを踏まえ、道路管理者への被災情
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報の提供方法、及び被災発生現場における道路利用者

へのリアルタイムでの情報提供方法について提案した。 

［研究成果］ 

１．道路橋被災状況把握システムの構築 

各地方整備局等の道路管理者へヒアリングを行った

結果を表-1 に示す。これを基にシステム構築を行った

（図-1）。 

表-1 ヒアリング結果とシステム反映内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-1 システム概要 

２．被災状況把握の信頼性向上のための検討 

システムを確実に稼動させるために必要な電源確保

（太陽光発電及び風力発電）について、国土技術政策

総合研究所構内及び試行フィールドにおいて検討した。

その結果、日照時間・発電量との関係は図-2 の通りと

なり、風力発電ではシステム稼働時に必要な発電量が

得られず、太陽光発電の方が確実かつ十分な発電量が

得られることが確認できた。 

通信確保については、東北地方太平洋沖地震時の被

災事例を踏まえ、携帯電話網だけでなく光回線も利用

できるシステム仕様としてリスク低減を行った。 

３．被災情報の可視化 

道路管理者が分かりやすく被災情報を把握できるよ

う各部材・部位での変位量に対して閾値を設け、その

入手情報を基に、①津波による被害（落橋）、②通行不

可（警告）、③通行注意の３段階にランク分けして表示

することとした。また、被災（変位量）が橋梁のどの

部材や方向に対して発生したのか容易に理解できるよ

うに一般図や定期点検結果等と照らし合わせて被災情

報を確認できるように配慮した画面構成とした（図-3）。

さらに、地震発生後の被災状況をリアルタイム情報と

して迅速に道路利用者へ知らせるための路上警報装置

（標示板）も提案した（図-4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 風力発電と太陽光発電の検証結果（上：構内実験結果、

下：試行フィールド（朝日橋）での実証結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 被災状況の表示画面イメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 標示板設置事例 

［成果の活用］ 

今後も試行フィールドでの観測を通じて、道路橋の

被災状況把握技術の信頼性を高めるとともに、被災情

報を分かりやすく表示・提供できる手法として確立し

ていく。 
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らし合わせることができれば、有効な情報となる。
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高齢者等歩行者の安全対策に資する技術の適用性検討 
 

（研究期間 平成 25～26 年度） 
 
道路交通研究部    室長   牧野 浩志 
高度道路交通システム研究室   Head   Hiroshi MAKINO 
Road Traffic Department   主任研究官  小木曽 俊夫 
Intelligent Transport Systems Division  Senior Researcher Toshio OGISO 

研究官   鈴木 一史 
Researcher  Kazufumi SUZUKI 

 
Applicability of pedestrian navigation service for improving users’ efficiency and safety by 

utilizing ICT is discussed. It is also presented how to make the service sustainable from the point of 
view of maintenance cost and social acceptability.  
 
［研究目的］ 

屋内外の歩行空間において、歩行者の円滑な移動を

支援する ICT を活用した歩行者の案内誘導手法の在り

方について検討を進めている。 
平成 26 年度は、ICT を活用した歩行者の案内誘導手

法に関する国内外の最新動向を踏まえ、特に GPS 信

号が届かない駅構内及び地下歩道等の公共歩道空間に

おいて、歩行者の案内誘導に必要となる情報内容及び

情報提供手法について検討を行った。 
 
［研究内容及び成果］ 

１． 国内外における歩行者の案内誘導システムに関

する最新動向の収集整理 

歩行者の移動支援システムを構成する要素について、

論文、特許等について最新動向の収集整理を行うとと

もに、代表となる技術や実証実験の状況についてヒア

リングを行い、それらの結果に基づいて歩行者案内誘

導システムに関する課題を整理するとともに特徴的な

歩行者案内誘導システムについて比較整理を行った。 
 
モビリティサポートモデル事業の課題、「ICT を活用

した歩行者の移動支援に関する勉強会」、「東京駅周辺

高精度測位社会プロジェクト検討会」の意見、課題等

を基に、屋内空間における歩行者案内誘導システムに

対する主な意見・課題等について以下の通り整理を行

った。 
① 空間位置情報コードの申請が少なかった場合、

インフラとして機能しない 
② ピンポイントでわかった方が良いところについ

ては、位置情報の精度は不足である 
③ 共通的に利用可能な屋内の位置特定の仕組みの

構築が求められている 
④ 歩行者の保有端末（携帯電話やタブレット）の

採用が望ましい 
⑤ バリアフリーマップの整備は市場性に乏しい。

民間のナビサービスでは必要ない情報を現地で

収集する手間がかかる 
⑥ 歩行空間ネットワークデータの効率的な維持更

新の手法が確立されていない 
⑦ 必要最小限の歩行空間ネットワークデータの効

率的な維持更新の手法が確立されていない 
⑧ 端末を見ながら歩くことは危険である 
⑨ 基本的にユーザから料金をとらないようにする

べき 
⑩ 持続運用のために運用体制をどう作るか 

 
特徴的な歩行者案内誘導システムについて比較した

ところ、利用者の位置特定端末については普及されて

いるスマートフォンやタブレット端末の利用案、専用

端末の利用案があるが、各種社会実験の意見、スマー

トフォンやタブレット端末の普及速度の観点から、専

用端末の利用案の可能性についてはほぼ無いと考えら

れる。このため、スマートフォンの利用を前提として、

歩行者案内誘導システムに必要とされる位置特定技術

については次の通りと整理した。 
表１ 位置特定技術 

区分 位置特定技術 
比較的成熟している技術 ① BLE(iBeacon) 

② PDR 
今後、有望な技術 ③ 低出力型無線 LAN 

④ IMES 
⑤ 超音波 
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２． 屋内における歩行者の案内誘導システムに求め

られる要件の整理 

屋内における歩行者の案内誘導システムに求められ

る要件の整理として、屋内公共歩道空間の特徴を整理

した上で、案内誘導システムに求められる要件として

ビジネスモデルの検討と導入にあたってのそれぞれの

段階における実施内容について整理を行った。 
駅構内及び地下歩道等の公共歩道空間の特徴を把握

するため文献調査・資料収集を行い、以下の通り整理

を行った。 
① ターミナル駅周辺の地下歩行者ネットワークの

一部としての役割を担っており、地下街利用者

（地下通路の歩行者数）が１日あたり１０万人

以上となる地下街も多数存在している等、都市

の施設として欠かせない施設となっている 
② 帰宅困難者対策等で、公共歩道空間は地震、台

風時等の災害時に、避難所・一時滞留場所とし

て利用されている 
③ 地下空間のサービス対象人口が多く、更に、人

口密度が高い 
④ 屋外・屋内、各階の移動が多く、シームレスな

連携が必要 
⑤ 天井がガラス張りや天井がない半地下街の箇所

もある。天井・床・壁材については、石、タイ

ル、金属、プラスチック等がある 
⑥ 施設が密集しているため、歩行者の案内誘導に

対する位置特定精度の要求が高い。また、複数

階の構成になっているため、高さの把握が必須

である 
⑦ 屋内の地図は地下街等の管理者が作成している

フロアマップや案内図があるが、地下空間の全

体像がわかる共通の電子地図が無かったり、提

供できない場合がある 
⑧ 地図の形式・表現方法が統一されていない 
⑨ 地下空間階層の全体像を提示する必要がある。

平面の地図より、深層部も表示可能な立体地図

の方が有効な場合がある 
⑩ 身体障害者、外国人等不慣れな利用者も多数利

用している。そのため、利用者の位置を適切に

把握し、不安とならないような情報提供が重要

である 
 屋内公共歩道空間の特徴の整理結果及び各種ビジ

ネスモデルを参考にして、歩行者案内誘導システム

のビジネスモデルの検討を実施した。本ビジネスモ

デルのイメージ概要を以下に示す。 
① 一般利用者にサービスを提供するのは、全国

的規模なサービスを提供しているシステムイ

ンテグレータ（以下 SI という。）と想定する 
② 施設管理者は、施設内の位置特定インフラを

整備し、施設のデータを作成し（初期段階は

既存インフラ・データを活用）、無料で SI に
提供する。施設管理者は、サービスの提供に

よる施設の利用者数の増加、施設の安全性の

確保を図り施設のテナント等から賃貸料の増

加を図る 
③ 国は、上記の仕組みを円滑に運用するため、

関連法律の整備、導入ガイドラインを整備す

る。また、本事業の公益性を考慮し、補助金

制度の導入を検討する 
  

更に、今回検討を行ったビジネスモデルについて導

入の段階における整備概要について検討を行った。 
現状では、屋内空間における歩行者の案内誘導シス

テムについては、位置特定技術は確立されておらず、

また、地図や歩行空間ネットワークデータ、施設デー

タ等についても整備がなされていない。これらのイン

フラ技術、基本データの要求レベルを高く設定した場

合、初期の整備コストやシステムのメンテナンスコス

トが膨大となることから、システムの普及の妨げとな

る。 
このため、屋内空間における歩行者の案内誘導シス

テムは、技術的な進歩と各施設の実情を踏まえて、段

階的に要求レベルの向上可能な構成とする仕組みにす

ることが必要である。 
屋内空間における歩行者の案内誘導システムの導入

について、以下のような段階的な導入について検討を

行った。 
表２ 各整備段階の整備概要 

整備段階 整備概要 
初期段階 整備コスト・維持管理コストを最小限に

抑えるため、既存のインフラ・データを

利用し、最小限のサービスを提供する 
普及段階 屋内空間における歩行者の案内誘導シ

ステムの基本機能ナビゲーション、情報

提供機能を有する 
最終段階 バリアフリー情報の提供、歩行者情報の

高度利用する機能を有する 
 
［成果の活用］ 

本研究の成果は、歩行者の案内誘導システムの導入

に向けた、基礎資料として活用する。 
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ＩＴＳサービスの効果評価に関する検討 
A Study on impact Assessment of ITS services 

（研究期間 平成 24 年度～平成 27 年度） 

 

道路交通研究部     室長    牧野 浩志 
高度道路交通システム研究室        Head    Hiroshi MAKINO 
Road Traffic Department          主任研究官      松田 奈緒子 
Intelligent Transport Systems Division     Senior Researcher   Naoko MATSUDA 

研究官       鈴木 一史 
Researcher     Kazufumi SUZUKI 
交流研究員    岩武 宏一 
Guest Research Engineer Koichi IWATAKE 
 

National Institute for Land and Infrastructure Management has been studying about impact evaluation 
of ITS services. The objective of this study is to clarify the evaluation methods, the evaluation 
indicators, and the measurement methods for developing a new ITS evaluation guideline. 
 
［研究目的及び経緯］ 

平成23年に全国の高速道路上を中心に ITSスポット

が約 1,600 機設置され、ITS スポットサービスが開始さ

れた。国総研では、ITS スポットサービスの有効性を

全国のモニタ調査により把握するとともに、各種 ITS

サービスの効率的な評価を支援するため、効果評価手

法の体系的整理に向けた検討を行う。  

平成 26 年度は、ITS スポットサービスの長期利用者

に対するアンケート調査に基づく利用者意識等の把握

および実走実験により ITS スポットの活用状況を把握

した。また、都市・地域交通における平常時の円滑性、

安全性に加え、災害時の防災・減災機能等の総合的な

評価に資する評価指標および評価手法について研究を

行った。 

 

［研究内容及び成果］ 

（１）ITS スポットサービスの長期利用者に対するア

ンケート調査 

全国の地方整備局等を通じて、アンケート調査によ

る ITS スポットサービスの有効性の検討を行った。 

本調査は ITSスポットサービスが開始された平成 23

年から毎年、継続的に調査が行われており、ダイナミ

ックルートガイダンスなどの道路交通情報、渋滞末尾

情報等の安全運転支援情報の役立ち度等を調査してい

る。表 1 に調査の概要を示す。図 1、図 2 は道路交通

情報、安全運転支援情報の役立ち度の調査結果である。

いずれのサービスにおいて約 70%程度の利用者から

「役立った」「満足している」という回答が得られた。 

また、アンケート調査結果に基づき、パス解析によ 

表 1 アンケート調査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 道路交通情報の役立ち度調査結果 

 

 

図 1 道路交通情報の役立ち度調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 安全運転支援情報の役立ち度調査結果 

り利用者満足度に及ぼす影響要因を抽出し、それら

の因果関係を把握した。その結果、広域での複数経路

の所要時間比較情報は「役立度」が大きいほど利用者

の「満足度」の向上につながっており、また「役立度」

は提供する情報の「わかりやすさ」や「信頼度」、「頻

度の適切さ」の評価に影響を受けることが示された。 
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非常に役立った やや役立った あまり役に立たなかった まったく役に立たなかった どちらともいえない
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非常に役立った やや役立った あまり役に立たなかった まったく役に立たなかった どちらともいえない

概　要

実施期間 平成26年12月15日(金)～22日(月)　8日間

調査方法 Webアンケート調査
回答者数 316名(回答率：61.2%)

月 
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（２）実走実験による ITS スポットの活用状況の把握 

複雑な道路ネットワークを利用するドライバの

ITS スポットサービス等の情報獲得行動を把握する

ため、首都高速道路における被験者走行実験を実施

し、情報施設の活用状況を走行後アンケートにより

確認を行った。表 2 に走行実験被験者の内訳を示す。 

被験者は 36 名で、首都高の利用頻度と性別に着目

し、3 グループに分類した。図 3 に走行ルート図を

示す。被験者はルート A、B、C の 3 つのルートをそ

れぞれ走行した。 

表 2 被験者走行実験のグループ内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ルートA：5号池袋線上り 板橋本町入口 ⇒ 都

心環状線内回り 霞ヶ関出口 
ルート B：4 号新宿線上り 幡ヶ谷入口 ⇒ 都

心環状線外回り 神田橋出口 
ルート C：6 号向島線上り 駒形入口 ⇒ 都心

環状線外回り 芝公園出口 

図 3 走行実験における走行ルート 

 走行実験終了後、ITS スポットサービスの利用状況

についてアンケート調査結果から確認した。 

そのうち、ルート A 走行中、安全運転支援サービス

の情報提供を受けた被験者は全体の 50%であった。 

各グループ別に利用状況は、グループ 1 では約 13%の

被験者、グループ 2 では、50%の被験者が利用してい

た。また、グループ 3 では、被験者の約 88%の被験者

が利用しており、この結果から首都高での運転に慣れ

ていない被験者ほど、情報を利用している傾向がみら

れた。 

 

 

（３）都市・地域交通における防災・減災機能の評価

手法に関する検討 

都市・地域交通における平常時の円滑性、安全性に

加え、災害時の防災・減災機能等の総合的な評価に資

する評価指標および評価手法について研究を行った。

多様な評価指標・手法のうち、本研究で開発を行う ITS

技術を活用して、短期／中期的に活用されるものの抽

出・体系的整理を行った（図 3）。 

道路施策と評価指標の関係整理　Ver3 ■本表における評価指標（案）は、他分野の実状、有識者の

目標・目的 具体的なアクション 評価指標の例

道路の
災・震災

策
防災情
交通規

1 ・公共交通への移動転換率 ○
・公共交通利用者数
・交通分担率の変化

B A

2
・次世代型ETC普及率
・次世代型ETC普及搭載台数
・ETC決済件数

○ ○
・次世代型のＥＴＣ決済利用件数
（ショッピング、給油、ドライブスルー）

B A/B

3
移動手段・ルート選択機会の
増加

・高速道路アクセスビリティ指標（X 及びｔの
関数で表現）
・目的地までの所要時間（予測）
・出発・目的地、出発・到着時刻
・乗り換えやすさ指標（X とｔの関数）

○ ○
・走行時間（旅行時間）の短縮率など
（走行料金、走行ルートの最適化）

B A/B A/B A/B

4 道路関連施設の充実
・都市部既存の駐車場、駐車スペースの利
用率向上
・スマートSA/ＰＡ整備率

○

・首都圏三環状道路のサービスレベル
・路外・路内駐車などETC2.0による予約、事
前登録車両の駐車状況

・ＩＣ間距離（都市間、都市内）の短縮化
・アクセス性向上

B A/B A/B

5 移動の安心・快適
・歩行者の事故数削数（エリアごと、交差点ご
と）
・自転車の事故数削減数

○
・歩行者エリアの安全確保レベル
（レベル１～５など）

B B A/B

対象分野 利用者
産業
企業

具体的な指標
利用可能性など

評価の視点

社会

プ
ロ
ー

ブ
デ
ー

タ

E
T
C
＆
E
T
C
2
0

ス
マ
フ

ォ
な
ど

データ種別

１）利用者利便性の向上

２）快適性・安心感の向上

モーダルシフトのシームレ化

供給者（A)
及び

受益者（B)

道路交
通管理

評価指標（案）

 

図 3 道路施設と評価指標の関係整理表抜粋 

また、整理した評価指標のうち交通機関支障の程度

を示すシビリアリティについて、平常時は都市・地域

交通の円滑性・安全性等のモニタリング・評価に必要

となるデータを効率的に収集し、多頻度・小規模災害

時は災害情報の提供、防災・減災機能の向上に資する

ITS システムを開発し、全国の地方都市に先駆け ITS

を活用した交通情報提供を実施している青森市を対象

に、以下の 2 点に重点を置き、検討を行った。 

・「シビアリティ指標」導入を行って指標の有効性と課

題を確認し、支障の程度が深刻になるにつれ発生頻

度は低くなることが確認されたが、支障の程度がわ

ずかな状況での発生頻度分布に課題があることが明

らかになった。 

・道路の緊急通行止めを対象に過去 10 年の冬期実績デ

ータを用い、気象予報から緊急通行止め発生見込み

を予測するモデルを考案し、通行止め要因のうち、

「吹雪」によるものが気象予報値によりある程度説

明でき、モデルが今年度の通行止め実績を予測し得

ること確認した。この予測手法は道路管理者や交通

事業者にも有用であることを確認できた。 

［成果の活用］ 

 本年度の研究により得られた成果を活用し、今後、

道路利用者のニーズに合わせた ITS サービスの提供を

検討する上での基礎資料とする。 

また、都市・地域交通において防災・減災機能向上

に資する ITS 技術の実用化に向け、来年度も引き続き

システムの有効性の検証を行う。 

 

頻度：高(月1回以上) 頻度：低(年数回)

男性 12名　グループ1 12名　グループ2 24名

女性 12名　グループ3 12名
計 12名 24名 36名

性別 計
首都高利用頻度

緑：ルート A

青：ルート B

赤：ルート C

凡例 
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海外展開向け ITS 技術のパッケージ化に関する研究 
Research on packaging of ITS technology for overseas dissemination 

（研究期間 平成 25～26 年度） 

  
道路交通研究部    室長   牧野 浩志 
高度道路交通システム研究室   Head   Hiroshi MAKINO 
Road Traffic Department   主任研究官  鈴木 彰一 
Intelligent Transport Systems Division  Senior Researcher Shoichi SUZUKI 
      研究官   築地 貴裕 

Researcher  Takahiro TSUKIJI 
 

The purpose of this study is to make some packages of ITS technology which will improve the 
collecting and analyzing process of traffic data and to produce a technical document that shows how 
ITS technology could resolve urban transport issues in Asian countries in order to disseminate 
Japanese ITS technology to the countries. 

  
［研究目的及び経緯］ 

我が国の ITS 技術を、アジアを中心とした海外へ普

及展開するためには、交通データの収集・分析から道

路管理までをトータルに支援する ITS 技術パッケージ

を提案することが必要である。また、海外の技術者に

対し、ITS 技術を用いた都市・交通問題の解決策や、

ITS 技術の導入に至るプロセス等を提案することが必

要である。 

本研究では、過年度に作成した、アジア諸国の道路

計画・事業効果評価に簡易に活用できるプローブデー

タ分析システムの機能・インタフェースを改善すると

ともに、ITS 技術を都市交通問題の解決や道路計画等

の実務にどのように活用できるのかを解説する技術資

料案を作成・改善することを目的とした。 

平成 25 年度は、過年度に作成したプローブデータ分

析システムの試作システムを基に、アジア諸国での道

路管理の高度化に活用することが可能な追加機能案を

作成し、試作システムにモジュールとして追加するた

めのシステム設計を行った。また、アジア地域におけ

るニーズの調査結果を踏まえ、道路ネットワークデー

タを用いずに車両走行情報を分析するための方法を検

討し、試作システムにモジュールとして追加するため

のシステム設計を行った。さらに、これらの機能につ

いて、サンプルデータを用いた試行を行った上で、試

作システムへの実装を行った。 

また、日本の ITS 技術、サービスの海外展開を支援

するため、外国政府関係者や若手技術者等に対して、

ITS 技術の導入について解説する技術資料に求められ

る要件を検討するとともに、資料案（和文・英文）を

作成した。 

［研究内容］ 

平成 26 年度は、平成 25 年度に作成した技術資料案

について、学識経験者へのヒアリング及び留学生を対

象としたアンケートを行い、改善案を作成した。また、

他機関における海外展開向け技術資料の更新・連携状

況の調査を行い、ITS 技術資料更新のための体制、他

機関との連携方法等を検討した。 

 

［研究成果］ 

1.海外展開向け ITS 技術資料の改善 

平成 25 年度に作成した ITS 技術資料案について、ア

ジア諸国からの留学生を受け入れている大学の教授に

対して、留学生等を対象とした講義等の中で実際に利

用した上での、技術資料案の内容や水準に関する不足

点、改善点等を抽出するためのヒアリングを行った。

加えて、技術資料案を用いた指導を受けた留学生等を

対象に、技術資料案の内容や水準に関する不足点、改

善点を抽出するためのアンケートを実施した。 

学識経験者に対するヒアリング及び留学生に対する

アンケートの結果、留学生は、出身国の道路交通やま

ちづくりに対し、交通渋滞、交通安全、交通の円滑化、

道路交通インフラの維持管理、沿道環境、CO2 削減、

物流効率化といった様々な課題意識を持っていること

が明らかになった（図-1）。一方で、ITS の個々の要素

技術やシステムをどのように適用するかといった実装

のセンスを持つ留学生は少ないことが明らかになった。

これらの結果を踏まえ、ITS 技術資料の改善にあたっ

ては、ITS が課題解決に対して具体的にどのような便

益を発揮するか、日本において、これまで ITS 技術が

どのように展開されてきたか、また日本における交通

－186－



 

 

事故死者数の減少等の成果に対し、ITS 技術がどのよ

うな役割を果たしてきたか、といった点が明らかにな

るよう留意した。さらに、交通を管理するためのデー

タベース等の情報管理インフラの整備事例や、諸外国

で実施されているランプメタリング、レーンごとの速

度調整といった事例について紹介する資料を追加した。

図-2 に改善した ITS 技術資料の一部を示す。 

0 2 4 6 8 10

交通渋滞の解消

交通安全

まちづくり

交通移動の円滑化

公共交通機関の整備・利便性向上

道路交通インフラの維持管理

沿道環境、CO2削減

災害対策、災害非難

物流効率化

観光交通

その他

回答人数

※複数回答あり  

図-1 留学生の道路交通やまちづくりに対する課題認識 

 

 

 

 

 

 

The title of today’s lecture is 
“Intelligent Transport Systems (ITS) and 
Services.” As many of you already know, 
ITS refers to new kinds of road and 
transport systems that integrate 
technologies for information, 
telecommunications, and control into the 
road network. ITS is infrastructure that 
improves mobility and makes the driver 
experience smoother and safer. 

As area of academic research, ITS 
combines several different disciplines. 
The sciences include many different 
disciplines, such as engineering, 
economics, agriculture, etc. For example, 
engineering and medicine are both types 
of science, but have developed in 
different directions. To close the gap that 
has developed between these 
specializations, we have new fields such 
as gerontology that combine engineering 
and medical science. In the same way, 
computational finance is the combination 
of computer science and economics. This 
process has created many 
interdisciplinary fields of academic 
research. 

ITS is one such interdisciplinary field 
that requires integrated knowledge from 
many different disciplines. ITS combines 
engineering with psychology, medicine, 
law, environmental science, tourism, and 
many more. This interdisciplinary nature 
is one of the attractions of ITS and at the 
same time one of the reasons it remains 
so difficult. Furthermore, ITS research 
requires knowledge of the various 
subfields of engineering, including 
transport engineering, civil engineering, 
information and communications 
technology, mechanical engineering, 
systems engineering, etc., making ITS an 
even more integrated interdisciplinary 
field. 

What is ITS?

ITS( Intelligent  Transport Systems) is a 
new transportation systems integrating 
information, telecommunication and 
control technology. ITS is also a new 
type of social infrastructure that could 
reduce traffic congestion, prevent traffic 
accident and improve the transport 
environment, as well as activate region 
and community, support the aged society 
and create new market and industry.

An image of ITS developed at the earlier 
stage as shown in Figure implies that 
human and vehicle will be linked to 
various domains such as households, 
businesses, airports, stations, tourism 
sites at the ITS society. 

Information boxes laying optical fiber 
network and lane markers for AHS are 
installed on/under highways. 

1

Intelligent  Transport Systems  (ITS)

People

Vehicles Roadway

Probe Data/ CAN Data

Smartphone/GPS/OBU 

Information and
Communication 

Technology

Traffic congestion time 
loss :

Approximately 5 billion 
person hours annually
Traffic accidents : 
Approximately 630,000 
accidents resulting in 
some 4,400 fatalities 

(2013)
Environmental 

degradation : 
17.7% of all CO2 

emissions are from the 
transportation 

sector(FY2012)
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ITS as an Interdisciplinary Study
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図-2 改善した ITS 技術資料の一部 

 

2. ITS 技術資料の更新・連携体制の検討 

 他機関における ITS 教育等に関する活動状況、技術

資料の時点更新作業の体制・方法及び技術資料作成機

関間の連携有無等について調査を行い、ITS 技術資料

の更新作業の進め方・体制・他機関との連携方法案を

整理した。まず、ITS 技術資料の更新作業に携わる可

能性のある組織として、土木学会、交通工学研究会、

EASTS（Eastern Asia Society for Transportation Studies）、

ITS JAPAN、東京大学、JICA、SIP（戦略的イノベーシ

ョンプログラム）の活動内容や活動実績を調査し、既

存の ITS 技術資料の位置づけを整理した（図-3）。その

上で、これらの組織が連携し、PDCA サイクルにより

ITS 技術資料が継続的に更新・展開される体制となる

よう、ITS 技術資料の更新作業の進め方（案）を作成

した（図-4）。 

 

図-3 既存の ITS 技術資料の位置づけ 

 

【役割と責任分担の明確化】

教育資料の展開の計画
と資料作成（PLAN)

初期段階：国総研

教育資料の展開（DO)

意見収集・検討

資料の見直し（CHECK)

資料の再展開（ACTION)

大学・教育機関

①行政サイド（本省、国総研）
②研究者、大学
③学究組織（土木学会、交通工学

研究会、EASTS-JAPAN）
④民間組織、財団法人（ITS JAPAN）
⑤JICAなど

中期：学術的機構・組織

留学生を対象

学術的機構・組織

 

図-4 ITS 技術資料の更新作業の進め方（案） 

 

［成果の活用］ 

本研究で得られた成果を活用し、ITS 技術パッケー

ジや ITS 技術資料の展開を行っていくことで、日本の

ITS 技術の、アジアを中心とした海外への普及展開に

寄与することができると考えられる。 
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Research on monitoring method of heavy vehicles using Probe data 

26  
 

          
 Head    Hiroshi MAKINO 

Road Traffic Department         
Intelligent Transport Systems Division  Senior Researcher   Shoichi SUZUKI 

        
Researcher    Takahiro TSUKIJI 

    
Guest Research Engineer Yukio SHIKATANI 
 

The purpose of this research is to investigate and verify methods for monitoring driving route of 
heavy vehicles, which is considered to have a significant impact on the life span of road infrastructure. 
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Research on enhancement of collection and processing of probe data 
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Guest Research Engineer   Hidetaka SAJI 
 

The purpose of this research is to investigate method for processing, storage, share and distribution 
of probe data and to make a specification of probe server. 
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Research on technologies for size measurement and vehicle type classification of heavy vehicles 
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The purpose of this research is to investigate and verify image processing technologies for size 
measurement and vehicle type classification of heavy vehicles, which is considered to have a 
significant impact on the life span of road infrastructure. 
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国際的動向を踏まえた ITS の研究開発・普及展開方策の検討 
Study on R&D and dissemination policy of ITS based on the international trends 

（研究期間 平成 26 年度） 

 

道路交通研究部     室長        牧野 浩志 
高度道路交通システム研究室   Head     Hiroshi MAKINO 
Road Traffic Department            主任研究官    鹿野島 秀行 
Intelligent Transport Systems Division      Senior Researcher  Hideyuki KANOSHIMA 
         主任研究官    鈴木 彰一 

Senior Researcher  Shoichi SUZUKI 
研究官    渡部 大輔 

                        Researcher        Daisuke WATANABE 
研究官     築地 貴裕 
Researcher   Takahiro TSUKIJI 

 
  The purpose of this study is to coordinate technologies and standards developed in Japan with 
international standards by investigating the international standardization activities and by researching 
ITS related projects underway abroad and in Japan. 
 

［研究目的及び経緯］ 

国土交通省が推進するスマートウェイは、路車協調

システムであり、道路にインフラを整備する必要があ

る。したがって、基本的には政府がインフラ調達の主

体となるが、WTO/TBT※1 協定により、政府調達には既

存の国際規格を用いることが求められるため、スマー

トウェイ技術の国際規格策定の重要性・必要性は高い。

国際規格策定活動を行わなかった場合、調達コストの

上昇（複数の規格に適合させるための二重の開発コス

ト）、貿易障壁（国際規格と異なる仕様による調達）、

日本のシステムの海外普及に対する阻害（国際競争力

の低下）といった負の影響が生じることが考えられる。 

本調査は、上記のような事態を避けるため、国内外

の ITS スポット関連サービスの国際仕様化動向を把握

し、国土交通省が推進する ITS スポットサービスの国

際仕様草案を検討することや欧米当局との共同研究に

より ITS 技術の国際的な調和化を行うことにより、日

本が開発する技術や基準と、国際規格との整合性を確

保していくことを目的としている。 

 

 

［研究内容］ 

1. ITS スポットサービスの国際仕様化に関する調査 

ITS 技術の国際仕様化に関する国際会議および国内

会議での審議内容や最新の関連資料等の情報を収集す

ることにより、国内外の ITS スポット関連サービスの

国際標準化動向を調査した。それらをもとに、日本で

計画している ITS スポットサービスの国際標準化提案

の方針案の検討を行った。TC※2204 内では現状 12 の

WG※3 が活動中である。中でも、ITS スポットサービス

の国際標準化に特に関係する WG5(自動料金収受)、

WG7(商用車管理)での作業項目については、道路行政関

係者等を招集した会議（インフラステアリング委員会

等）での議論を踏まえ、対応案の検討を重点的に行っ

た。 

 

2. ITS に関する欧米当局との共同研究 

 高度道路交通システム研究室では、平成 22 年 10 月

に締結された日米当局間の ITS 分野における協力に係

る協力覚書及び平成23年6月に締結された日欧当局間

の ITS 分野における協力覚書に基づき、ITS 技術及び

ITS の国際的な調和化等について、欧米当局との間で

共同研究及び情報交換を行っている。平成 26 年度は、

欧米当局との実務者会議（平成 26 年 4 月（東京）、7

月（サンフランシスコ）、11 月（東京）、平成 27 年 1

月（ワシントン DC）、平成 26 年 6 月・8 月・11 月・12

月・平成 27 年 2 月・3 月（電話会議））を通じて、プ

ローブデータ、自動運転に関する日米欧三極での共同

研究及び ITS の効果評価方法に関する日米間での共同

研究を行った。 

また、欧米当局との共同研究及び情報交換に向け、

欧米当局間の ITS に関する協力活動である 7 つのワー

キンググループ会合及び 6 つの調和化活動分科会のう

ち、標準化 WG 及び HTG※46（セキュリティポリシー）
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について情報収集を行った。 

さらに、TC204/WG16 において議論が進められている

広域通信技術に関して、規格化されている内容を整理

するとともに、規定内容の比較、及び規格化されてい

ない内容の抽出・整理を行った。 

 

 

[研究成果] 

1. ITS スポットサービスの国際仕様化に関する調査 

1.1 WG5の活動内容とITSスポットサービスの国際標準化

動向 

 WG5 は自動料金収受に関する情報、通信、制御シス

テムを対象とする WG である。国内における主な活動方

針は、日本の ETC で使われている技術が国際規格に含

まれるように意見提示することと日本やアジアの ETC

で使われている技術を国際規格として位置付けるため

に国際規格案を提案することである。 

 検討項目として、統合支払いシステム、DSRC※5、

GNSS※6およびセルラー通信へのアプリケーションイン

ターフェース、IC カードへの要求事項、セキュリティ、

走行経路モニタリング等が対象となっている。2014 年

度には、「EFC スキームの調査」という項目で、各国で

利用されている EFC を整理し、まだ標準化されていな

い部分を探し出し、EFC の事例もまとめるという内容

の提案を日本から新規に行うことについて検討し、国

際会議で打診を行った。   

また、国土交通省が推進する「ITS スポットを用い

た経路別道路課金サービス」の国際標準化の内容を各

国の委員に理解してもらうために、資料を作成し、当

該 WG に事前の事例紹介を行った。 

1.2 WG7の活動内容とITSスポットサービスの国際標準化

動向 

WG7 の主要なテーマは「規制を受ける商用車監視」

である。過年度において、「商用貨物車のオンライン運

行管理の枠組みに関する標準化作業項目」の中の「過

積載罰則と徴収」という項目は、項目名称が他 WG の検

討領域と重複すると判断されたために、欧州各国から

の反対により投票で否決されたという経緯があった。

しかし、2014 年度においては、その項目名称を「重量

貨物車両の行政による管理と取締り」に変更して再度

投票を行い、TS※7として発行された。 

また、国土交通省が推進する「ITS スポットを用い

た大型車両走行管理サービス」の国際標準化を「商用

貨物車のオンライン運行管理の枠組みに関する標準化

作業項目」のパート 21：「路側センサーの活用による

規制取締り強化」という項目として新規提案するため

に必要な草案を検討、作成した。 

2. ITS に関する欧米当局との共同研究 

2.1 プローブデータに関する日米欧共同研究 

プローブデータに関する共同研究では、これまでに

日米間で特定したプローブデータにより可能となる 3

つのアプリケーション（位置、速度等のデータを道路

管理に活用するアプリ、速度等のデータをもとに推奨

速度案内を行うアプリ、天候に関するデータを道路管

理に活用するアプリ）について、3 つに共通する以下

の課題を挙げ、それぞれについて日米欧共同で検討を

行った。 

・データの不正操作、無許可データの配信等を防ぐた

めのセキュリティ確保 

・共通のアプリケーションを実現するためのデータの

規格の標準化 

・アプリケーションの精度を確保するためのデータの

品質保証 

・データに含まれる個人情報の保護 

・データの保管・アクセス方法 

・データの所有権及び知的財産権 

2.2 自動運転に関する日米欧共同研究 

自動運転に関する共同研究では、重点的に検討を行

う分野として、ヒューマンファクター、便益の評価、

デジタルインフラ（地図）、接続性（車車間・路車間）、

システム信頼性とセキュリティ、路上使用の適合性に

関する試験と認証の 6 分野を特定した。 

2.3 ITS の効果評価に関する日米共同研究 

ITS の効果評価方法に関する共同研究では、日米

各々でこれまで用いられてきた効果評価の用語、指標

について、共同で定義を行うための定義表を作成した。

また、日米両国に適用可能な協調システムの効果評価

の枠組みの案を作成した。 

 

 

[成果の活用] 

 本調査で得られた成果は、日本の ITS スポットサー

ビスの国際仕様化に活用するとともに、日本が開発す

る技術や基準と国際規格との整合性の確保に活用され

ている。 

 
※1) WTO/TBT: World Trade Organization  

/ Technical Barriers to Trade 
※2) TC: Technical Committee 
※3) WG: Working Group  
※4) HTG: Harmonization Task Group 
※5) DSRC: Dedicated Short Range Communication 
※6) GNSS: Global Navigation Satellite Systems 
※7) TS: Technical Specification 
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Study of data platform for traffic simulation using probe data  
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Study on analysis methods of heavy vehicles traffic using ITS Spot system 
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Investigation examination about the technical subject of ITS spot service 
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